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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期

第２四半期
連結累計期間

第115期
第２四半期
連結累計期間

第114期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 28,785 20,091 57,191

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 2,049 △578 4,303

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

(百万円) 1,330 △563 2,318

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,663 58 2,269

純資産額 (百万円) 44,874 44,272 45,062

総資産額 (百万円) 73,051 70,576 72,067

１株当たり四半期(当期)
純利益又は１株当たり四半期
純損失（△）

(円) 60.46 △25.60 105.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.4 57.4 56.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,187 48 7,188

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,793 △3,369 △4,726

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,286 1,702 △2,073

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,656 6,300 7,964

回次
第114期

第２四半期
連結会計期間

第115期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 35.64 1.20

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものであ

ります。

　

(1)財政状態及び経営成績の状況

　① 経営成績

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経済活動は大

きく停滞し、景気の低迷は大変深刻な状況となりました。一部経済活動の再開に伴い、足元の景気動向には持ち直

しの動きが見られるものの、感染症の収束時期は不透明であり、雇用・所得環境の悪化懸念等から景気の先行きは

依然として不透明な状況が継続しております。

このような状況のもと、当社グループは、徹底した感染症拡大防止策を講じながら、中期経営計画に基づく施策

を推進し、売上規模の確保・拡大と収益基盤の強化に努めてまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における業績は当初計画を上回ったものの、売上高につきましては、国内

外での急激な需要減少に加え、感染症拡大防止のための一時的な工場稼働停止等による自動車製品関連事業の減収

幅が大きく、200億９千１百万円（前年同期比30.2％減）となりました。

損益面につきましては、グループ全社で事業活動を見直し、原価低減活動・経費低減策に積極的かつ継続的に取

り組んだものの、売上高の減少を補えず、営業損失は８億２千１百万円（前年同期は営業利益13億２千３百万円）

となりました。経常損失は、持分法による投資損失の計上等により５億７千８百万円（前年同期は経常利益20億４

千９百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は５億６千３百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期

純利益13億３千万円）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

[ 塗料関連事業 ]

国内需要の低迷、感染症拡大防止のための営業活動自粛や工事の一時中止・工期変更等の影響が継続し、集合

住宅大規模改修工事等の工事関連売上が前年同期比で大きく減少する等、当セグメントの売上高は63億３千４百

万円（前年同期比23.1％減）となりました。損益面では、原価低減活動・経費低減策を進めたものの、セグメン

ト損失は６千４百万円（前年同期はセグメント利益１億６千万円）となりました。

[ 自動車製品関連事業 ]

主要顧客である自動車メーカーの生産台数減少に加え、中国・武漢市にあります連結子会社が、第１四半期連

結累計期間に感染症拡大防止のための一時的な工場稼働停止を行ったこと等から、受注・生産は当初計画を上回

ったものの前年同期比で大幅に減少し、当セグメントの売上高は137億４千９百万円（前年同期比33.1％減）とな

りました。損益面では、原価低減活動・経費低減策を進めたものの、売上高減少の影響額が大きく、セグメント

損失は７億６千１百万円（前年同期はセグメント利益11億５千９百万円）となりました。

　

[ その他 ]

保険代理業の売上高は７百万円（前年同期比5.3％増）となりました。

　

(注）各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高消去後の数値を記載しております。
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② 財政状態

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ14億９千１百万円減少し、705億７

千６百万円となりました。主な要因は、現金及び預金の減少16億６千３百万円、受取手形及び売掛金の減少16億

９千７百万円、電子記録債権の減少６億２百万円、有形固定資産の増加４億５百万円、投資有価証券の増加９億

３千万円、長期貸付金の増加10億６千１百万円によるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ７億１百万円減少し、263億３百万円となりました。主な要因は、支払手

形及び買掛金の減少13億７千５百万円、電子記録債務の減少10億８千８百万円、借入金の増加22億６千９百万円

によるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ７億９千万円減少し、442億７千２百万円となりました。主な要因は、

利益剰余金の減少10億２千７百万円、その他有価証券評価差額金の増加９億４千１百万円、為替換算調整勘定の

減少３億２千５百万円、非支配株主持分の減少３億４千２百万円によるものです。この結果、自己資本比率は0.6

％増加し57.4％となりました。

(2)会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ16億６千３百万円減少し、63億円となりました。

営業活動による資金は、４千８百万円の収入（前年同期比31億３千８百万円の減少）となりました。この主な要

因は、税金等調整前四半期純損失６億１千３百万円、売上債権の減少額22億５千６百万円、仕入債務の減少額24億

４千９百万円によるものです。

投資活動による資金は、33億６千９百万円の支出（前年同期比15億７千６百万円の減少）となりました。この主

な要因は、有形及び無形固定資産の取得による支出22億５千３百万円、貸付けによる支出10億５千８百万円による

ものです。

財務活動による資金は、17億２百万円の収入（前年同期比29億８千９百万円の増加）となりました。この主な要

因は、短期借入金の純増額30億８千８百万円、長期借入金の返済による支出８億３百万円、配当金の支払額４億６

千５百万円によるものです。

(4)経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等若しくは指標等について新たな定め又は重要な変更

は、特にありません。

　

(5)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　

(6)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は９億４百万円であります。

　

(7)従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。
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(8)生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、主要顧客である自動車メー

カー各社の新車需要の低迷に伴い、自動車製品関連事業の生産実績及び販売実績が著しく減少しております。

当第２四半期累計期間における自動車製品関連事業の生産高は、94億１千４百万円（前年同期比27.0％減）とな

っております。

なお、販売実績につきましては、「第２ 事業の状況２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況の分析」及び「第４ 経理の状況１ 四半期連結財務諸表注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおり

であります。

　

(9)主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における重要な設備の新設

計画の著しい変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,611,200 23,611,200
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 23,611,200 23,611,200 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年７月１日～
2020年９月30日

─ 23,611,200 ─ 4,753 ─ 4,258
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(5) 【大株主の状況】

2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

AUTONEUM HOLDING AG
（常任代理人 東海東京証券株式会社）

SCHLOSSTALSTRASSE 43, 8406
WINTERTHUR, SWITZERLAND
（東京都中央区新川1-17-21）

31,151 14.10

関西ペイント株式会社 大阪府大阪市中央区今橋2-6-14 18,677 8.45

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町2-11-3 9,625 4.36

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 8,788 3.98

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 株式会社日本カストディ
銀行）

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12）

7,560 3.42

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海1-8-12 7,477 3.38

株式会社中外 愛知県名古屋市中区千代田5-21-11 7,267 3.29

株式会社ヒロタニ 広島県東広島市志和町志和堀1153-10 5,490 2.48

ニットク親和会
東京都北区王子3-23-2
日本特殊塗料株式会社内

4,786 2.17

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 4,001 1.81

計 ― 104,823 47.44

(注)１ 提出会社は、自己株式15,156百株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）9,625百株

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 7,477百株

３ ニットク親和会の所有株式には、相互保有の無議決権株式が295百株含まれています。

　 ４ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日付でJTCホールディングス株式会社及び

　 資産管理サービス信託銀行株式会社と合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 1,515,600

― ―

（相互保有株式)
普通株式 227,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,854,400 218,544 ―

単元未満株式 普通株式 13,500 ― ―

発行済株式総数 23,611,200 ― ―

総株主の議決権 ― 218,544 ―

　(注) 単元未満株式数には当社保有の自己株式4株が含まれております。

② 【自己株式等】

2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本特殊塗料株式会社

東京都北区王子3-23-2 1,515,600 ― 1,515,600 6.42

(相互保有株式)
富士産業株式会社

神奈川県平塚市東八幡
5-11-3

163,200 ― 163,200 0.69

(相互保有株式)
梅居産業株式会社

福岡県福岡市博多区榎田
1-7-42

35,000 29,500 64,500 0.27

計 ― 1,713,800 29,500 1,743,300 7.38

(注) 他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

　加入持株会における共有持株数 　ニットク親和会
東京都北区王子3-23-2
日本特殊塗料株式会社内

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2020年７月１日から2020年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,982 6,318

受取手形及び売掛金 10,320 8,622

電子記録債権 3,204 2,602

商品及び製品 1,414 1,316

仕掛品 404 424

原材料及び貯蔵品 1,240 1,109

その他 1,219 1,311

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 25,780 21,701

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,280 9,000

機械装置及び運搬具（純額） 9,120 9,190

土地 4,710 4,710

建設仮勘定 2,489 1,873

その他（純額） 1,734 1,964

有形固定資産合計 26,334 26,740

無形固定資産

その他 1,275 1,219

無形固定資産合計 1,275 1,219

投資その他の資産

投資有価証券 16,627 17,558

長期貸付金 289 1,350

繰延税金資産 148 233

その他 1,657 1,820

貸倒引当金 △45 △47

投資その他の資産合計 18,677 20,915

固定資産合計 46,287 48,874

資産合計 72,067 70,576
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,193 5,818

電子記録債務 3,392 2,303

短期借入金 1,793 4,826

リース債務 34 14

未払法人税等 405 188

役員賞与引当金 99 -

その他 4,728 4,389

流動負債合計 17,647 17,540

固定負債

長期借入金 5,089 4,326

リース債務 25 15

退職給付に係る負債 3,907 3,887

繰延税金負債 252 452

その他 82 81

固定負債合計 9,358 8,763

負債合計 27,005 26,303

純資産の部

株主資本

資本金 4,753 4,753

資本剰余金 4,237 4,190

利益剰余金 29,602 28,575

自己株式 △748 △749

株主資本合計 37,845 36,769

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,333 4,274

為替換算調整勘定 △185 △510

退職給付に係る調整累計額 △43 △32

その他の包括利益累計額合計 3,104 3,731

非支配株主持分 4,112 3,770

純資産合計 45,062 44,272

負債純資産合計 72,067 70,576
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 28,785 20,091

売上原価 22,834 16,766

売上総利益 5,951 3,324

販売費及び一般管理費 ※１ 4,627 ※１ 4,145

営業利益又は営業損失（△） 1,323 △821

営業外収益

受取配当金 150 123

持分法による投資利益 674 -

雇用調整助成金 - 105

その他 85 98

営業外収益合計 911 327

営業外費用

支払利息 41 26

為替差損 134 9

持分法による投資損失 - 40

その他 9 7

営業外費用合計 184 84

経常利益又は経常損失（△） 2,049 △578

特別利益

固定資産売却益 5 7

投資有価証券売却益 60 -

特別利益合計 65 7

特別損失

固定資産処分損 32 42

特別損失合計 32 42

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,082 △613

法人税等 433 △140

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,649 △473

非支配株主に帰属する四半期純利益 318 90

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

1,330 △563
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,649 △473

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 278 938

為替換算調整勘定 △93 △200

退職給付に係る調整額 4 12

持分法適用会社に対する持分相当額 △175 △218

その他の包括利益合計 13 532

四半期包括利益 1,663 58

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,387 63

非支配株主に係る四半期包括利益 275 △4
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

2,082 △613

減価償却費 1,791 1,790

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △57 △5

受取利息及び受取配当金 △181 △153

支払利息 41 26

持分法による投資損益（△は益） △674 40

固定資産売却損益（△は益） △5 △7

固定資産処分損益（△は益） 30 42

投資有価証券売却損益（△は益） △60 -

売上債権の増減額（△は増加） 1,671 2,256

たな卸資産の増減額（△は増加） 45 196

仕入債務の増減額（△は減少） △1,441 △2,449

その他 △325 △942

小計 2,916 183

利息及び配当金の受取額 596 351

利息の支払額 △24 △40

法人税等の支払額 △301 △452

法人税等の還付額 - 6

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,187 48

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,897 △2,253

有形及び無形固定資産の売却による収入 25 9

投資有価証券の取得による支出 △4 △3

投資有価証券の売却による収入 81 -

貸付けによる支出 △5 △1,058

貸付金の回収による収入 15 -

その他 △9 △63

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,793 △3,369

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 257 3,088

長期借入金の返済による支出 △750 △803

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △439 △465

非支配株主への配当金の支払額 △301 △18

その他 △52 △98

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,286 1,702

現金及び現金同等物に係る換算差額 △96 △45

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10 △1,663

現金及び現金同等物の期首残高 7,645 7,964

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 7,656 ※１ 6,300
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　 （税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。

(追加情報)

前事業年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症の影響の収束時期等を含む仮定及び会計上

の見積もりについて、重要な変更はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 偶発債務

次の会社の金融機関からの借入やリース債務に対し、債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

　天津日特固防音配件有限公司 56百万円 125百万円

　㈱エヌ・シー・エス 40 〃 37 〃

97 〃 162 〃

(四半期連結損益計算書関係)

　※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

給与手当 1,062百万円 1,073百万円

退職給付費用 56　〃 68　〃

研究開発費 885　〃 904　〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

現金及び預金 7,673百万円 6,318百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △17 〃 △17 〃

現金及び現金同等物 7,656 〃 6,300 〃
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月21日
定時株主総会

普通株式 441 20 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月６日
取締役会

普通株式 419 19 2019年９月30日 2019年11月29日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には記念配当２円が含まれております。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月19日
定時株主総会

普通株式 464 21 2020年３月31日 2020年６月22日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月11日
取締役会

普通株式 375 17 2020年９月30日 2020年11月27日 利益剰余金

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額(注)3塗料関連

自動車
製品関連

計

売上高

外部顧客への売上高 8,233 20,545 28,778 7 28,785 ― 28,785

セグメント間の内部売上高又
は振替高

1 ― 1 ― 1 △1 ―

計 8,234 20,545 28,780 7 28,787 △1 28,785

セグメント利益 160 1,159 1,319 3 1,323 ― 1,323

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業であります。

２ 調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額(注)3塗料関連

自動車
製品関連

計

売上高

外部顧客への売上高 6,334 13,749 20,083 7 20,091 ― 20,091

セグメント間の内部売上高又
は振替高

1 ― 1 ― 1 △1 ―

計 6,336 13,749 20,085 7 20,093 △1 20,091

セグメント利益又は損失（△） △64 △761 △825 4 △821 ― △821

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業であります。

２ 調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

　 １株当たり四半期純利益又は
　 １株当たり四半期純損失（△）

60円46銭 △25円60銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
　 親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(百万円)

1,330 △563

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
　 純利益又は親会社株主に帰属する四半期
　 純損失（△）(百万円)

1,330 △563

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,009 22,007

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

第115期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）の中間配当については、2020年11月11日開催の取締役会におい

て、2020年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 375百万円

② １株当たりの金額 17円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2020年11月27日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2020年11月13日

日本特殊塗料株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 月 本 洋 一 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 野 強 印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本特殊塗料株

式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告

書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表

の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められ

ている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年11月13日

【会社名】 日本特殊塗料株式会社

【英訳名】 Nihon Tokushu Toryo Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田 谷 純

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都北区王子三丁目23番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長田谷純は、当社の第115期第２四半期（自2020年７月１日 至2020年９月30日）の四半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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